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審 査請求人が、平成１７年３月3 0. 日付＼けで提起した生活保護法に基
づく保護の廃止処分 に係る審査請求について、次のとおり裁決する。

１

主 文

本件審査請求のうち、審査請求人の平成１７年２月２１日 付けの生活
保護法に基づく保護の廃止処分を取り消す。

２　 残余苟 請求に1つい て は、 こ れ｡を棄 却 す る。



理

第１　 審査蓄 求 の趣 旨及び理由

１ 審査請求め趣 旨

由

本件審査請求の趣旨は、処分庁が｡平成１７年２月２１日付けで、
審査請求人（以下「請求人」という。）に対して行った生活保護
法（以下「法」という。）に基づく保護廃止決定処分（以下「本
件廃止決定」 という。） を取り 消すとと｡もに、 居宅 による保護
（以下「居宅保護」 という。⊃　に変更することを求めるものと解
される。

２　 審 査請 求の理 由

本件 審査請 求め理由の要 旨は、。次のとおりである。

（１） 平成１７年２月３１日付けの廃止決定処分を取り消’し、居宅

保護への保護変更の決定を求める０　　　　、　　　　　　　　　　‘

（２） 保護廃止決定の理由は自己退院となっているが、処分庁は、
法のどういう規定に基づく廃止なのかを明らかにしてほしい。･

（３） 保護廃止 決定 の理由は 自己 退 院とな､つて いるが、 主治医 の許

可 を受け て退院した もので あり 、 自己退 院と言 われる のは 納得

できない。　　　　　　　　　　　■　　　㎜　　　　　　　　　　　　　　■

（ ４ ） 平､成 １ ７ 年 ２ 月 １ ６ 日 、 請 求 人 に は 、 住 居 も な く 、 所 持 金 も
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　’
ほ と ん ど な く 、 収 入 の 見 込 み も な く 、 通 院 治 療 を 必 要 と す る 要

保 護 状 態 が 継 続 し て い る･ に も 関 わ ら ず 、 保 護 を 廃 止 し た こ と は

法 ２ ６ 条 及 び 法 ５ ６ 条 に 反 し 、 請 求 人 の 基 本 的 人 権 ・ 生 存 権 を

踏 み に じ る 悪 質 な 違 法 行 為 で あ る 。　 卜

第２　 当庁 が認定し た事実っ及び判断



１ ,当 庁 が 認 定 し た 事 実　　　　.

･､●♂g.･.､････.●i一I-･-･●―･..･I･･･i･･･ ･’
（i ） 請 求 人 ● 対 策 ９ 　 こ 入 所 中 検診 受

た とこ･ろ 、 入 院 を 要 す る と 判 断∇さ･れ 、 平 成 １ ６ 年 １ ２ 月．３ ０ 日

にヽ皿 病院（以す（ 病＼院ず とい･う．）･に入院し/ヽ 同.日付けで
処 分庁にて 保護が開始 さjれたこ と。

（２） 平城 １７年1/ 月 幺１日に、処分庁は請求人の「㎜ で入院し
ましたが、艚がtりてませんので珮曄していいと先生にtヽわれま
した。ニアパート･で生･活保護･をうけIたい‘のです。」と記載された、
同月１９日付けの生活保護変更申請書を受理したこと。

（３） 平成１７年２一月４日付けで、 処分庁は病院に対し、請求人に
関する病状等に･つい｡て照会し、同月９ 日、処分庁は、同病院か
ら診療･状況について回答書を受け取った､こと。同回答書には、
請求人の病状から みた退院の可能性について、「あと５か月｡ほ
ど入院治療が必要」との記載があったこ･と。

（４） 平成１７年２月１０日に、処分庁において、ヶ ＝ヽス診断会議
が開催され、請求人の病状照会の結果をふまえて、すぐの居宅
生活はできないと判断するとともに、退院の目処が立った段階
で相談にのることとし:、･（2 ）・の申請書については却下するこ

ととしたこと。

（５） 平成１７年２月１４日付けで、処分庁は請求人に対し、前記
（２）の申請を却下する旨通知したこと。同通知書には、却下
の理由として「調査の結果、入院加療必要であり、現段階で退

卜　 院が困難であり、居宅生晒 ができると認められない ため」と記

載されてい たこと。
なお、同月１６日に、処分庁が病院に、同通知書が届いてい

るか確認したところ、届いていないとの回答があった､こと。

（･6 ）平成１７年２月1 6. 日气 請求人は病院を退.院し、処分庁の分



室 で あ･ る. 緊 急 入 院 保 護 業 務 セ ン タ 匸 （ 以 下 「 セ ン､ タ ー 」 と い

う ． ） を| 訪 問 し て 退 院 後. の 一生 活 を 相 談/ し た こ と ． 請 求 人 が 、 病
■　　　　　　　　　　¶　　１　■　　・　　･．　　　　　　　　　　　　　　．．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　゚

院 が 退 院 し て も か ま わ な い と 言 っ た の で 退 院 し て き た と 述 べ た

の に 対 し て･ 、 セ ン タ ー の 職 員 は 、 セ ン タ ー と し て 、 病･ 状 照 会 の

結 果 、 引 き 続 き 入 院 治 療 が 必 要 と 判 断 し た こ と 及 び セ ン タ ニ の

機 能 と し て 、 退 院 す る と 翌 日 ’付 け で 保 偃 を 廃 止 ず る こ と に な る

の で 、 病 院､ に 戻 る よ う 伝 え た が 、 諳 求 人 は こ れ を 拒 否 し 、 通 院

に よ る 治 療 を 希 望 し た こ と ． ．な お 、 同 月1 51 ＼日 に 、 病 院 は 、 主

治 医 、 主 治 医 以 外 の 担 当 医 師 、 病 棟 看 護 師 長 及 び 受 持 看 護 師 に

よ る 諳 求 人 に 対 す･ Ξ? 退 院 療 養 計 画 書 を 作 成 し た こ と ． 同 計 画 書

の「退院後の治齟計画」の翻には､、「躪 市の保健所担当の方
と十分相談の上通院して下さい。」との記載が、「退院後の療
養上の留意点」 の欄ごには、「 通院で服薬を続･け るのは種々の困
難が想定されます。ガンパッテ通院してください。」との記載
が、「 その他」の攤には、「 退院おめでとうございます 。内服
の期間は約･６ヶ月と予測されま｡す。治療終了 まで頑 張って下さ
い。」旨記載されてい たこと。

（７） 平成1 7 ’年２月１ ６ 日 に病院 から処分庁に、「請求人が本日
自己.退院した」との連絡があり、同日付けで病院 が作I成 の「保
護廃止届書」の「廃止を 必要とする理由」 欄に「自己退院」と
あ.つたIことから、同月’２１日付けで、’処.分庁は、「２月１６日
自己退院」を理由として、法第２６条に基づき同月亅 ６日阯り
で請求人の生活保護を廃止したこと．

（ ８） 平 成亅 ７年３月２ ４Ｅ!付け で、大 阪市㎜ 区保健福祉セン

ター所長は,請求人に対し，同月」ﾂ５日から法によ,る居宅保護を

開｡始する旨通知したこと。

（９） 平成１９年１月１６日付けで、処分庁から提出のあった挙証
資料において、①処分庁が箇 求人の退院を 自己退院と判断した
根拠について、病院 作成の平成１７年２月l･ 6 日付の「 保護廃
止届書」の「廃止を必要とする理由」欄.に「自己退院」と記載
されていること、②処分庁が請求人が保護を辞退したと判断し



た根 拠について、 「請 求人 が、．入 院の継 続 肓.体を 拒’否 し たこ と．

退.院 の目途 が立.つた 段.階 で.の施 設 入所 ・居宅 保 護へ の 変更 につ

い て も再三説 明し た が、 そ れら を 拒･否 し、 自己 退 院 し たこ とで

保護 を辞退し たも のと判 断 し た． 」と してい るこ.と、 ③保 護を

辞退 したこ とをもっ て保 護を 廃止 す ると判断し た 根 拠 につい て

は、 「i自己 退院に よる 治療 拒 否.で、保 護を 必要 と し な くな った
と判 断し、 法第２ ６ 条に より、 廃 止し･た もの． 」 と し てい るこ

と．　　　　　　　　･･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

２　 判　 断

（ １） 本件についてみると、処分庁は、前記第２の１の（２）ない
し”（ ５） 及｡び（ ７ ） の･認 定 事 実のとおり、 請 求 人 から の平
成１７年１月１ ９ 日 付 けの生活保護変更中請 に対して、同年２
月１４日付けの却下処分通知を 発出し、同月１６日現在、同通
知が病院に未到達の状況｡にあった中、病院から、「請求人が本
日自己退 院した」との連絡 があり、向 日付けで病院 が作成の
「保護廃止届書」 の「 廃 止を 必要とする理由」欄 に「自己退
院」とあったことから、同月２１日付けで、･法第２６条に基づ
き保護廃止処分したものである。なお、一峻的に√自己退院と
はぐ 医師の退院許可がない状態での退院のことである。
しかしながら、前記`第２の’１ の（６）認定事実のとおり、請

求人の退院は、病院が請求人に対する退院療養計画書を作成し
た上で、退院を許可したものであることが認められ、これを自

己退院:と判断ずるごとは困難である。

（２）＼また、前記第２の１の（９） の認定事実のとおり、本件にお
いて、処分庁は、請求人が、入院治療の指導に従わず自己退院
したことにより、保護を辞退したものと判断しているが、請求
人は、前記第２の１の（２） 及び（６）の認定事実のとおり弌
終始居宅保護･を求めているのは明らかであり、入院治療の指導
に従わずに退院したことをもって、ただちに保護の辞退･があっ
・たと判断すること’は失当である。



（ ３ ）　 以 上 の こ と か ら 、

て 瑕 疵 が あ る と い う

す る 。　　､.I　　　　　　㎜

本件廃止決定について は、 その､判断につい
ほ かなく４ 取り消すのが妥当であると判断

（４）　なお、し居宅保護に変更することを求める残余の請求について
． は二．本裁決に基づき行 われる一処分庁の決定の中で一体的に判断
されるべきことであるため、これを棄却する．

以上の理由此より、行政不服審査法第４０条綰２項･及び第３項の規定
を適用して主文のとおり裁決する。　　　　　　　　　　･、

平 成 １ ９ 年 １ ０ 月２ ４ 日

審 査庁　 大阪府知事　 齊 藤

教 一不

この裁決に不服があるときは、この裁決があったことを知った日の
翌日から起算して３０日･以内に、厚生労働大臣に対し再審査請求をす
ることができます（なお、 裁決があ ったことを知った日の翌日から起
算し て３０日以内であっても、裁決が･あった日の翌日 から起算jして’１
年を経過すると再審査請求をすること･ができなくなります。）･I 。
また、この裁決にっや て は、 ごの裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６箇月以内に、 この裁決の前提となる決定をした市を
被告として（訴訟において市を代表 する者は市長となります。）決定
の取消しの訴えを、’あるい｡は大阪府を被告と｡して（･訴訟において大阪
府を代表する者は大阪府知事となり ます。）この裁決の取消しの訴え
を提起することが･できます（な おー、 裁決があったことを夘った一日の翌
日から起算して６箇月以内であっても、裁決があった日の翌日から起
算してｉ 年を経過すると決定及び裁決の取消しの訴えを提起すること
ができなくなります。）。。’


